
１．予算規模

112 億 2,300 万円 110 億 600 万円 2 億 1,700 万円 2.0 ％

国 民 健 康 保 険 33 億 8,870 万円 35 億 9,530 万円 △ 2 億 660 万円 △ 5.7 ％

簡 易 水 道 2,680 万円 2,990 万円 △ 310 万円 △ 10.4 ％

食 肉 事 業 セ ン タ ー 1 億 6,380 万円 1 億 3,000 万円 3,380 万円 26.0 ％

住宅新築資金等貸付 290 万円 480 万円 △ 190 万円 △ 39.6 ％

農 業 集 落 排 水 事 業 3,300 万円 3,250 万円 50 万円 1.5 ％

介 護 保 険 事 業 29 億 5,430 万円 29 億 740 万円 4,690 万円 1.6 ％

介 護 サ ー ビ ス 事 業 1,670 万円 1,670 万円 0 万円 0.0 ％

後 期 高 齢 者 医 療 3 億 6,100 万円 3 億 5,780 万円 320 万円 0.9 ％

計 69 億 4,720 万円 70 億 7,440 万円 △ 1 億 2,720 万円 △ 1.8 ％

上 水 道 事 業 7 億 6,160 万円 7 億 6,530 万円 △ 370 万円 △ 0.5 ％

公 共 下 水 道 事 業 6 億 5,710 万円 5 億 6,640 万円 9,070 万円 16.0 ％

195 億 8,890 万円 194 億 1,210 万円 1 億 7,680 万円 0.9 ％
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令和３年度　養老町当初予算の概要

会 計 名
令 和 ３ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ２ 年 度
当 初 予 算 額

比 較

増 減 額 増 減 率
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２．一般会計歳入予算

（単位：千円・％）

予 算 額 Ａ 構 成 比 予 算 額 Ｂ 構 成 比 増 減 額 A － B 増 減 率

 1. 3,162,253 28.2 3,401,858 30.9 △ 239,605 △ 7.0

 2. 171,460 1.5 190,760 1.7 △ 19,300 △ 10.1

 3. 3,400 0.0 4,000 0.0 △ 600 △ 15.0

 4. 14,300 0.1 16,600 0.2 △ 2,300 △ 13.9

 5. 11,000 0.1 8,600 0.1 2,400 27.9

 6. 24,600 0.2 19,000 0.2 5,600 29.5

 7. 630,500 5.6 612,500 5.6 18,000 2.9

 8. 17,600 0.2 22,000 0.2 △ 4,400 △ 20.0

 9. 43,300 0.4 21,300 0.2 22,000 103.3

 10. 2,416,700 21.5 2,209,000 20.1 207,700 9.4

 11. 2,359 0.0 2,590 0.0 △ 231 △ 8.9

 12. 100,338 0.9 100,215 0.9 123 0.1

 13. 232,426 2.1 272,648 2.5 △ 40,222 △ 14.8

 14. 949,733 8.5 857,357 7.8 92,376 10.8

 15. 866,633 7.7 909,075 8.3 △ 42,442 △ 4.7

 16. 16,862 0.2 17,506 0.2 △ 644 △ 3.7

 17. 740,031 6.6 510,031 4.6 230,000 45.1

 18. 341,364 3.0 532,250 4.8 △ 190,886 △ 35.9

 19. 70,000 0.6 60,000 0.5 10,000 16.7

 20. 256,641 2.3 245,710 2.2 10,931 4.4

 21. 1,151,500 10.3 993,000 9.0 158,500 16.0

11,223,000 100.0 11,006,000 100.0 217,000 2.0

科 目

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 比 較

町 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

諸 収 入

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別
交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

町 債

歳 入 合 計

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金
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○町税の内訳

（単位：千円・％）

予 算 額 Ａ 構 成 比 予 算 額 Ｂ 構 成 比 増減額A－B 増 減 率

 1. 3,162,253 100.0 3,401,858 100.0 △ 239,605 △ 7.0

1. 1,218,200 38.5 1,439,200 42.3 △ 221,000 △ 15.4

1. 1,092,000 89.6 1,276,000 88.7 △ 184,000 △ 14.4

2. 126,200 10.4 163,200 11.3 △ 37,000 △ 22.7

2. 1,681,143 53.2 1,704,148 50.1 △ 23,005 △ 1.3

1. 1,681,000 100.0 1,704,000 100.0 △ 23,000 △ 1.3

2. 143 0.0 148 0.0 △ 5 △ 3.4

3. 93,010 2.9 93,310 2.7 △ 300 △ 0.3

1. 3,010 3.2 5,310 5.7 △ 2,300 △ 43.3

2. 90,000 96.8 88,000 94.3 2,000 2.3

4. 168,000 5.3 163,000 4.8 5,000 3.1

1. 168,000 100.0 163,000 100.0 5,000 3.1

5. 1,900 0.0 2,200 0.0 △ 300 △ 13.6

1. 1,900 100.0 2,200 100.0 △ 300 △ 13.6

1 町税 増減率：7.0％減　　　2億3,961万円減

9 地方特例交付金 増減率：103.3％増　　　2,200万円増

10 地方交付税 増減率：9.4％増　　　2億770万円増

13 使用料及び手数料 増減率：14.8％減　　　4,022万円減

17 寄附金 増減率：45.1％増　　　2億3,000万円増

18 繰入金 増減率：35.9％減　　　1億9,089万円減

21 町債 増減率：16.0％増　　　1億5,850万円増

科 目
令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 比 較

町 税

町 民 税

個 人

法 人

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

固有資産等所在町交付金
及 び 納 付 金

軽 自 動 車 税

環 境 性 能 割

種 別 割

町 た ば こ 税

町 た ば こ 税

入 湯 税

入 湯 税

財政調整基金から1億円と減債基金から2,000万円を取崩し、特定目的基金のうち、まちづくり整備基金から2,000
万円、ふるさと応援基金から2億円などを活用する。

臨時財政対策債は3億560万円増の6億5,500万円を計上。
役場庁舎の機械棟の耐震化工事等の公共施設等適正管理推進事業債に2億4,800万円、池辺町民体育館解体
工事の保健体育施設整備事業債に2,860万円などを計上。

ふるさと納税寄附金を従来からの個人分の増加と企業版ふるさと納税の受付開始により、対前年45.1％増の7億
4,000万円を見込む。

町民プールの一時休館に伴う減収。

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金を計上。

歳入の特徴

新型コロナウイルス感染症の影響により、所得の落ち込みにより町民税は大幅な減収、固定資産税は中小企業者等
の軽減措置に加え、土地・家屋は評価替えによる減収を見込む一方、償却資産は増加を見込む。軽自動車税は、
買い控えによる影響により減、たばこ税は健康志向により令和２年度決算見込に対して減少見込み、入湯税は新型
コロナウイルス感染症の影響により減。

地方財政計画における地方交付税総額は、対前年5.1％増。
地方財政計画の伸び率に対し対前年増減率3％減の見込みだが、令和２年度決算見込が当初予算額を上回るた
め、対前年9.4％増の24億1,670万円を計上。
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３．一般会計歳出予算

（単位：千円・％）

予 算 額 Ａ 構 成 比 予 算 額 Ｂ 構 成 比
増 減 額
Ａ － Ｂ

増 減 率

 1. 105,244 0.9 105,498 1.0 △ 254 △ 0.2

 2. 2,482,986 22.1 1,878,894 17.0 604,092 32.2

 3. 3,565,343 31.8 3,563,654 32.4 1,689 0.0

 4. 1,178,037 10.5 1,171,870 10.6 6,167 0.5

 5. 135 0.0 135 0.0 0 0.0

 6. 485,687 4.3 492,528 4.5 △ 6,841 △ 1.4

 7. 116,601 1.1 138,139 1.3 △ 21,538 △ 15.6

 8. 808,257 7.2 792,410 7.2 15,847 2.0

 9. 651,605 5.8 1,028,257 9.3 △ 376,652 △ 36.6

10. 885,688 7.9 971,542 8.8 △ 85,854 △ 8.8

11. 40 0.0 40 0.0 0 0.0

12. 933,377 8.3 853,033 7.8 80,344 9.4

13. 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

11,223,000 100.0 11,006,000 100.0 217,000 2.0

科 目

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 比 較

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

公 債 費

予 備 費

歳 出 合 計

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費
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○一般会計歳出の性質別予算

（単位：千円．％）

区　分　

科　目 当 初 予 算 額 構 成 比 当 初 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

 1　人件費 2,250,115 20.0 2,278,648 20.7 △28,533 △1.3

 2　扶助費 1,547,576 13.8 1,527,216 13.9 20,360 1.3

 3　公債費 933,377 8.3 853,033 7.8 80,344 9.4

 4　物件費 2,166,386 19.3 2,013,269 18.3 153,117 7.6

 5　維持補修費 54,713 0.5 43,788 0.4 10,925 24.9

 6　補助費等 1,552,570 13.8 1,641,384 14.9 △88,814 △5.4

8,504,737 75.8 8,357,338 75.9 147,399 1.8

 7　積立金 766,044 6.8 541,906 4.9 224,138 41.4

 8　投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

 9　貸付金 10 0.0 10 0.0 0 0.0

10　繰出金 1,169,049 10.4 1,139,365 10.4 29,684 2.6

11　前年度繰上充用金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

12　予備費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

1,945,103 17.3 1,691,281 15.4 253,822 15.0

13　普通建設事業費 773,120 6.9 957,341 8.7 △184,221 △19.2

　(1)　補助事業費 195,944 1.7 187,953 1.7 7,991 4.3

　(2)　単独事業費等 577,176 5.1 769,388 7.0 △192,212 △25.0

14　失業対策事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

15　災害復旧事業費 40 0.0 40 0.0 0 0.0

773,160 6.9 957,381 8.7 △184,221 △19.2

11,223,000 100.0 11,006,000 100.0 217,000 2.0

そ

の

他

の

経

費
小　　　計（Ｂ）

投

資

的

経

費
小　　　計（Ｃ）

合計(Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ)

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 比 較

経

常

的

経

費

義

務

的

経

費

消

費

的

経

費

小　　　計（Ａ）
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４　物件費 増減率：7.6％増　　　1億5,312万円増 （単位：千円）

６　補助費等 増減率：5.4％減　　　8,881万円減 （単位：千円）

７　積立金 増減率：41.4％増　　　2億2,414万円増 （単位：千円）

１３　普通建設事業費 増減率：19.2％減　　　1億8,422万円減

（１）　補助事業費 増減率：4.3％増　　　799万円増 （単位：千円）

（２）　単独事業費等 増減率：25.0％減　　　1億9,221万円減 （単位：千円）

増減率

歳出の特徴

事業内容 令和３年度 令和２年度 増減額

消防用通信設備更新事業 45,430 0 45,430 皆増

ふるさと納税推進事業 335,498 239,464 96,034 40.1%

町民プール維持管理費 8,615 49,200 △ 40,585 -82.5%

南濃衛生施設利用事務組合負担金 73,738 100,638 △ 26,900 -26.7%

事業内容 令和３年度 令和２年度 増減額 増減率

ネクスト１００プロジェクト事業 14,194 32,119 △ 17,925 -55.8%

事業内容 令和３年度 令和２年度 増減額 増減率

養老鉄道活性化事業 94,900 88,051 6,849 7.8%

事業内容 令和３年度 令和２年度 増減額 増減率

ふるさと応援基金積立金 738,000 510,000 228,000 44.7%

高度処理型合併浄化槽設置事業費 64,090 85,188 △ 21,098 -24.8%

私立保育園等整備事業 44,404 19,213 25,191 131.1%

庁舎等管理費 272,652 0 272,652 皆増

事業内容 令和３年度 令和２年度 増減額 増減率

防災行政無線デジタル化整備事業 0 414,187 △ 414,187 皆減

認定こども園整備事業 0 29,546 △ 29,546 皆減

新型コロナウイルス感染症ワクチン接種
事業

65,350 0 65,350 皆増
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令和３年度 養老町一般会計当初予算

歳入歳出予算額　１１，２２３，０００千円

単位：千円

歳 入

歳 出

その他の内訳

繰越金 70,000（0.6％）

地方特例交付金 43,300（0.4％）

法人事業税交付金 24,600（0.2％）

環境性能割交付金 17,600（0.2％）

財産収入 16,862（0.2％）

配当割交付金 14,300（0.1％）

株式等譲渡所得割交付金 11,000（0.1％）

利子割交付金 3,400（0.0％）

交通安全対策特別交付金 2,359（0.0％）

町税

3,162,253 28.2%

地方交付税

2,416,700 21.5%

町債 1,151,500 10.3%

国庫支出金 949,733
8.5%

県支出金

866,633 7.7%

寄附金

740,031 6.6%

地方消費税交付金

630,500 5.6%

繰入金 341,364 3.0%

諸収入

256,641 2.3%

使用料及び手数料

232,426 2.1%
地方譲与税

171,460 1.5% 分担金及び負担金

100,338 0.9%

その他 203,421 1.8%

民生費

3,565,343 31.8%

総務費

2,482,986 22.1%
衛生費

1,178,037 10.5%

公債費 933,377 8.3%

教育費

885,688 7.9%

土木費

808,257 7.2%

消防費 651,605 5.8%

農林水産業費

485,687 4.3%

商工費 116,601 1.1% 議会費 105,244 0.9%
その他 10,175 0.1% 

その他の内訳

予備費 10,000（0.1％）

労働費 135（0.0％）

災害復旧費 40（0.0％）
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４．養老町まちづくりビジョンにおける分野別主要施策一覧

１　魅力あふれる地域づくり

（１）　多くの関係人口を有するまち

No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

1 移住定住支援事業

人口減少に歯止めをかけるため、移住相談の実施や子
育て世帯の住宅取得支援及び三世代同居・近居につい
て促進し、孫育てに関する支援を実施する。

●【継続(R1～)】　若者定住マイホーム取得支援事業
補助金、三世代ハッピースマイル事業補助金（同居・
近居住宅支援、孫育てサポート）（7,520千円）

8,847
企画政策課

（企画財政課）

2 拡充 自治町民会議設立事業

地域自治の中心となる「地域自治町民会議」につい
て、未設置の地区には立ち上げを支援し、設置済みの
地区（広幡・上多度・笠郷地区）にも活動基盤が強化
されるよう支援する。

◆【拡充】
養老・室原地区について、令和３年度中の設立又は準
備組織の設立を支援する。　【事業費　1,094千円】

11,662
企画政策課

（企画財政課）

3 顕彰会事業
鹿児島市中学生交流事業では、薩摩義士の功績を通し
てゆかりの深い鹿児島市と養老町の中学生交流を行
い、両市町の友好を深める。

761 生涯学習課

4
一部
新規

文化財保護事業

指定文化財をはじめとする町内文化財の保護・調査・
活用を行う。

●【継続(R1～)】西美濃古代皇族の歩み探訪事業（807
千円）
西濃地域に広く残された古代皇族に係る文化遺産を、
関ケ原町と連携して調査整理し、その成果を広く周知
する。

★【新規】千人塚１号古墳調査整備事業
古墳の保護と安全確保を目的として、廃屋等の解体を
行う。また整備に伴い、影響があった部分の発掘調査
を実施する。　【解体工事費　2,855千円】

6,792 生涯学習課

5 文化財アーカイブ事業

歴史文化資源のデジタル化とデジタルデータの活用。
タギゾウくんのクイズラリーの開催や文化遺産ガイド
アプリ「養老ナビ」の運用等を通じ、町民が歴史文化
資源を身近に感じられる環境をつくる。

1,288 生涯学習課

6
公民館長費
文化フェスティバル費
地区公民館活動費

文化フェスティバルや公民館まつりなど文化にふれ、
楽しむ機会の提供し、学習した成果を活用する仕組み
整備する。

22,756 中央公民館

7
視聴覚教育費
文化団体補助金

文化団体の自立や活動を支援し、視聴覚教育を推進す
る。

678 中央公民館

8
郷土資料館維持管理費
県博物館協会負担金

郷土資料館の機能整備や、歴史文化資源を保存する。 289 中央公民館

（２）　循環型で持続可能なまち

No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

9
高度処理型合併浄化槽設置事
業

高度処理型合併浄化槽設置工事費用の一部を補助し、
環境への負荷が少ない合併浄化槽の普及を促進する。
令和元年度より住宅に設置する浄化槽への補助金を拡
充（町単独上乗せ補助）しており、さらなる環境改善
を図る。

●【継続】
高度処理型合併浄化槽設置事業補助金の町単独上乗せ
補助分の増額により、前年と同額の補助を維持。
【事業費　64,090千円（※国の循環型社会形成推進交
付金、県の高度処理型合併浄化槽設置事業補助金を活
用）】

64,090
生活環境課
（水道課）

10 浄化槽転換経費補助金
単独浄化槽から高度処理型合併浄化槽へ転換する際に
必要な経費の一部を補助し、環境への負荷が少ない合
併浄化槽の普及を促進する。

2,520
生活環境課
（水道課）

11 公害対策管理費
環境保全・不法投棄などの防止対策に努め、併せて町
内の生活環境の確保のため周知・啓蒙活動を行う。

1,049
生活環境課

（住民環境課）

12 塵芥処理費
家庭から排出される廃棄物の収集運搬、ごみ袋購入事
業などとともに、町内の環境保全・環境美化活動の促
進を図る。

91,469
生活環境課

（住民環境課）

13 粗大ごみ収集事業費
大型ごみの戸別収集運搬は高齢者の人材活用ととも
に、住民ニーズに沿う事業活動として継続的に実施を
行う。

8,419
生活環境課

（住民環境課）

8



２　未来を担う人づくり

（３）　質の高い教育が実施されるまち

No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

14
一部
新規

小学校校舎等施設整備事業
中学校校舎等施設整備事業

安全・安心な学校生活のための施設の改修を行う。

★【新規】
上多度小学校、日吉小学校の障がい児童に対応した施
設の改修を行う。　【事業費　482千円】

◆【拡充（更新）】
各小学校の遊具を計画的に改修する。令和３年度は、
養老小学校と笠郷小学校の遊具の改修を行う。　【事
業費　1,883千円】

11,459 教育総務課

15 新規
小学校情報化推進事業
中学校情報化推進事業

ＧＩＧＡスクール構想の実現に向け、令和２年度に整
備したタブレットを活用し、情報教育を実施する。

★【新規】◎【新型コロナ対応】
教員のＩＣＴ技術の向上のため外部講師による研修や
運用支援等を行う。　【事業費　3,688千円】

21,346 教育総務課

16

小学校特色ある学校教育推進
事業
中学校特色ある学校教育推進
事業

各学校の特色を活かした授業を実施し、ふるさと養老
への誇りや愛着を育てるふるさと学習を推進する。養
老町独自のふるさと養老テキストによるふるさと学習
を実施する。

6,587 教育総務課

17 拡充 地域未来塾推進事業
家庭での自主学習が困難な児童生徒の学力向上を図る
ため、大学生や元教員、地域住民の協力により学習支
援を行う。

◆【拡充】◎【新型コロナ対応】
一人親・生活保護家庭・不登校傾向に加えて、新たに
外国籍・学習不安を抱える児童・生徒を対象に実施す
る。また、有志によって実施されていた子ども食堂事
業を町事業として実施する。

1,224 生涯学習課

18
公民館維持管理費
町民会館維持管理費

多様な学習の場となる生涯学習施設として、管理・運
営を図る。

33,730 中央公民館

19
一部
新規

町民大学
学級講座開設費
産業文化会館維持管理費
地区公民館維持管理費

学習情報の提供。ライフステージごとのニーズに対応
した学習講座の企画し、学ぶ機会を提供する。

★【新規】
外国語で学ぶ観光ボランティア体験講座事業として、
小学４年生～中学生を対象に養老公園の史跡・歴史や
トラベル会話などを英語で学び、学習の成果として現
地で外国語観光ボランティアガイドを体験する。
【事業費　82千円】

16,739 中央公民館

20 体育施設整備事業

平成27年に閉鎖した池辺町民体育館の解体工事を行
う。

●【継続(R2)～】(事業費　35,391千円）

35,391
スポーツ振興課
（生涯学習課）

21 総合体育館維持管理費

社会体育施設として、総合体育館、スマイルグラウン
ド及び笠郷テニスコートの維持管理を行う。町民の体
力向上、健康増進に寄与するだけでなく、町民同士の
交流の場を提供する。

18,788
スポーツ振興課
（生涯学習課）

22
総合型地域スポーツクラブ育
成推進事業

運動指導資格を有する者のノウハウを生かし、町民の
健康増進を進めるとともに、誰もが気軽にスポーツに
親しむ環境を整備する。バルシューレの普及を継続的
に続けるとともに、ノルディックウォーキングの普及
を図る。

2,854
スポーツ振興課
（生涯学習課）

23 スポーツ振興推進事業

養老町“絆”ウォーキング、バルシューレチャンピオ
ンシップなど、スポーツ＋α、スポーツ×αを創造
し、健康増進を図るだけでなく、他課・企業と連携
し、町の魅力をPRできるイベントを実施する。
●【継続(H30～)】　養老町“絆”ウォーキング
●【継続(R1～)】　バルシューレチャンピオンシップ

2,363
スポーツ振興課
（生涯学習課）

24
（公財）町スポーツ連盟補助
金

町スポーツ連盟主催事業、町スポーツ少年団本部主催
事業と連携し、町民のスポーツの振興を図る。

4,734
スポーツ振興課
（生涯学習課）

25
一部
新規

デジタル技術活用ウォーキン
グ普及事業

一人でも多くの町民に運動・健康づくりに関心を持っ
ていただくため、デジタル技術を活用したウォーキン
グの普及を図る。

★【新規】
各地区のウォーキングマップを活用し、民間アプリを
利用したウォーキングコンテストを開催する。　【事
業費　1,496千円】

1,496
スポーツ振興課
（生涯学習課）

（４）　子どもたちが健全に成長できるまち

No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

26
親孝行と生涯学習を進めるま
ち養老町民会議推進事業

町民の主体的な活動を支援し、誰もが生涯学習に関わ
る地域活動に参加しやすい環境整備を図る。

1,752 生涯学習課

27
町子ども会育成協議会補助事
業

町内の子ども会活動を支援することで世代間のふれあ
い・学びあいによる地域づくりを推進する。

2,719 生涯学習課

9



No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

28
家族の絆愛の詩募集事業

「家族の絆」をテーマにした詩の全国募集を行い、
「親孝行のまち養老」を全国に向けて発信する。優秀
作品を表彰するとともに、入賞作品をまとめた書籍を
出版する。（令和２年度応募数：2,339扁）
■募集期間（予定）：6月中旬～9月上旬、入賞者発
表：11月

1,848 生涯学習課

（５）　すべての人権が尊重されるまち

No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

29
一部
新規

男女共同参画推進事業

性別に関係なく誰もが対等な立場で支え合える社会の
実現を目指し、男女共同参画セミナーや女性団体連絡
会議の開催、街頭啓発活動等を通じて意識の醸成を図
る。

★【新規】
女性の活躍推進と男性の育児等への参画を促進するた
め、子育て支援講座を新たに開催する。　【事業費
550千円】

804
住民人権課
（総務課）

30
養老町第三次男女共同参画プ
ラン策定事業

令和２年度に男女共同参画に対する意識の変化を把握
するための町民意識調査を行った。この調査結果や社
会情勢を見据え、次期プランの策定に取り組む。

●【継続(R2～)】養老町第三次男女共同参画プランの
策定（594千円）

840
住民人権課
（総務課）

31 社会人権教育総合促進事業
研修会や講座の開催を通して、差別や偏見をなくし、
人権を尊重する社会の実現を図る。

1,002 生涯学習課

３　安心・安全な生活基盤づくり

（６）　みんなが支え合い、健康で安心して暮らせるまち

No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

32
一部
新規

町社会福祉協議会委託及び補
助事業

地域福祉の円滑な運営を実施するため、福祉事業及び
敬老事業の一部を養老町社会福祉協議会へ委託する。

★【新規】
障害者の相談支援機能強化、成年後見制度の利用促進
に向けた体制づくりを推進する。　【事業費　3,005千
円】

82,720 健康福祉課

33 新規 重層的支援体制整備事業
成年後見制度の利用促進に向け、中核機関設置検討委
員会を立ち上げるほか、研修会を開催する。

60 健康福祉課

34
全国健康福祉祭（ねんりん
ピック）開催事業

令和２年度に開催を予定していたねんりんピックが新
型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和３年度に
開催延期されたため、実行委員会において開催に向け
た事業を実施する。新たに感染予防対策を検討し、安
心、安全な大会運営に向け、準備を進める。養老町で
はペタンク種目を開催する。

5,432 健康福祉課

35 障害者自立支援給付事業
障害者総合支援法に基づく障害者の就労支援から施設
入所に至るまでの各種障害福祉サービスの給付や、育
成医療費や更生医療費などの給付を行う。

442,034 健康福祉課

36 拡充 乳幼児等医療事業
医療需要の高い乳幼児等（0歳～中学校3年生修了）の
心身の健康保持を図るため、医療費助成を行う。

★【拡充】
福祉医療助成制度において、現行の15歳年度末（中学3
年生）までの助成制度を18歳年度末（高校3年生）まで
に拡充する。（扶養義務者等の所得制限なし。入院・
外来分とも助成対象。）　【事業費　22,890千円】

110,270 健康福祉課

37 障害児通所給付事業
発達段階で支援を要する子ども達（家庭）に対し、受
けたサービス費用を給付する。

80,856 健康福祉課

38 拡充
一般介護予防事業
（介護保険事業特別会計）

65歳以上の高齢者すべてを対象とし、運動・栄養・口
腔の正しい知識と理解、脳活性化運動の実践や認知機
能維持・向上運動を用いた介護予防教室を実施する。

◆【拡充】
身近な地域での介護予防の実践を普及するため、介護
予防リーダー研修及び事後支援を開始する。　【事業
費　328千円】

842
地域包括支援

センター

39
在宅医療・介護連携推進事業
（介護保険事業特別会計）

医療及び介護等多職種協働による研修会や町民対象の
講演会を開催するほか、医療・介護専門職からの相
談、関係機関との調整、情報交換を行う在宅医療・介
護連携推進コーディネーターを配置し、対応・支援す
る。

1,820
地域包括支援

センター

40
認知症総合支援事業
（介護保険事業特別会計）

地域の実情に応じたきめ細やかな相談支援を行う認知
症地域支援推進員の配置や医師を含める専門職からな
る認知症初期集中支援チームを設置し、認知症の人や
家族の早期支援を包括的・集中的に実施する。

3,107
地域包括支援

センター

10



No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

41 子ども・子育て支援事業
母子ともに安心・安全な出産を迎えるため、妊婦健康
診査を定期的に受診することができるよう、費用の助
成や受診勧奨を行う。

13,975 保健センター

42 子ども・子育て支援事業
生後４か月までの乳児のいる全ての家庭に対し保健師
が訪問し、妊婦の不安や育児環境等に対する相談を受
け、必要に応じ継続支援を行う。

31 保健センター

43
一部
新規

母子保健事業

乳幼児・歯科健診、育児相談、マタニティ教室、パパ
ママ教室・離乳食学級の実施、母子健康手帳の交付、
新生児聴覚検査費、特定不妊・男性不妊・一般不妊治
療費の助成を行う。

★【新規】
産後１か月の産婦に対し、心身の健康保持やうつ予防
のため、産婦健診を医療機関に委託して実施する。
【事業費　550千円（※国の母子保健衛生費補助金を活
用）】

6,327 保健センター

44 予防接種事業

養老郡医師会に業務委託し、予防接種法に基づくヒ
ブ、小児の肺炎球菌感染症などの予防接種を各医療機
関において実施する。また、感染症のまん延防止及び
小児がんの患者を支援するため、造血幹細胞移植を受
けた20歳未満の者の再接種(任意の予防接種)に係る費
用を助成する。

54,289 保健センター

45 拡充 健康増進事業

養老郡医師会及び養老歯科医師会にがん検診、歯周疾
患健診、骨粗しょう症検診などの検(健)診を委託し、
各医療機関等において実施する。また、がん患者に対
し、治療と就労、社会参加等との両立を支援するた
め、補正具（医療用ウィッグ・乳房補正具）の購入費
用の一部を助成する。

◆【拡充】
骨粗しょう症検診を行い、骨量減少者の早期発見、早
期治療に繋げ介護予防の一助とする。
（40,45,50,55,60,65,70歳の女性で希望者）　【事業
費　1,098千円（※県の健康増進事業補助金を活用）】

◆【拡充】
がん患者に対し、治療と就労、社会参加等の両立を更
に支援するため、医療用ウィッグに加え、乳房補正具
の購入費用についても一部（各上限2万円）を助成す
る。　【事業費　280千円（※がん患者医療用補正具購
入費補助金を活用）】

41,024 保健センター

46 新規
新型コロナウイルス感染症ワ
クチン接種事業

町内在住の医療従事者及び65歳以上の高齢者等に対
し、ワクチン接種を実施する。
予約専用コールセンターを設置する他、役場内にも相
談窓口を設置し、希望者が確実に接種できるよう全庁
体制で取り組む。

74,837 健康福祉課

47 出産祝い金支給事業
3人目以降のお子様の出生に対し、出産祝金を支給す
る。

2,000 子ども課

48
一部
新規

要保護児童対策地域協議会事
業

要保護児童対策協議会を開催し、養老町の虐待対応の
取組報告を行い、地域及び児童に関わる関係機関が連
携して児童虐待の早期発見・対応に努める。

★【新規】
10か月検診・1歳半検診時に児童虐待防止啓発絵本を配
布する。　【事業費　80千円】

106 子ども課

49 子ども子育て事務事業
子ども・子育て支援法に基づき地域子ども・子育て支
援事業（13事業）について、町が作成した事業計画に
基づき事業を実施する。

1,948 子ども課

50 利用者支援事業
保健センターと協力し、平成29年度から母子保健型の
利用者支援を実施。妊娠・出産期から子育ての切れ間
ない支援を実施する。

575 子ども課

51
一部
新規

地域子育て支援拠点事業

地域子育て支援センターの運営を下笠保育園に委託
し、未就園児の保護者に対する子育て支援を行う。
〈一般型〉下笠保育園内（週５日）
〈出張ひろば〉中央公民館（週１～２日）

★【新規】
令和４年度開園予定の小規模保育施設の子育て支援セ
ンターの建設に係る経費の一部を補助する。　【事業
費　5,671千円（※国の次世代育成支援対策施設整備交
付金を活用）】

15,568 子ども課

52 病児保育事業

保護者が就労しており、子どもが病気の際に自宅での
保育が困難な場合、病気の児童が病院・保育所等にお
いて一時的に保育受けることができるよう、既に事業
を行っている他市に対し、負担金を交付する。

368 子ども課

53 岐阜県児童福祉等対策事業

岐阜県児童福祉等対策事業（低年齢児保育対策事業）
低年齢児の年度途中入所を促進し、保護者がいつでも
希望する保育所等へ子どもを入所させることができる
よう受入体制を整えることで、保育所等の利便性を高
め、児童福祉の増進を図ることを目的とする。

1,384 子ども課

54 保育対策総合支援事業

国の保育対策総合支援事業費補助金を活用し、保育所
等の勤務環境改善及び保育士の離職防止を進める。

●【継続(H29～)】若手保育士や保育事業者への巡回支
援事業

718 子ども課
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No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

55 新規
ファミリー・サポート・セン
ター事業

育児の援助を受けたい方と、行いたい方がそれぞれ
ファミリー・サポート・センターの会員となり、地域
で子育ての助け合いを行う事業として、養老町ファミ
リー・サポート・センターを設立し、子育てについて
熟知している特定非営利活動法人に委託し運営する。
【事業費　2,300千円】

2,300 子ども課

56
一部
新規

私立保育園等整備事業
私立の小規模保育施設を設立するための事業費および
私立園の施設改修に係る事業費を補助し、未満児の受
け入れ先の確保や受け入れ体制の拡充につなげる。

★【新規】
民間の小規模保育施設の建設に係る経費の一部を補助
する。　【事業費　23,119千円（※国の保育所等整備
交付金を活用）】

★【新規】
私立下笠保育園の1歳未満児を保育する、ほふく室増築
工事に係る事業費の一部を補助する。【事業費
21,285千円（※国の保育所等整備交付金を活用）】

44,404 子ども課

57 公立認定こども園等運営事業
認定こども園等において適切な保育・教育を提供する
ための環境を整備する。

37,469 子ども課

58 私立保育所等運営事業
子ども・子育て支援法の規定により「子どものための
教育保育給付費」を私立保育所等に給付する。

306,342 子ども課

59 児童手当支給事業
家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代
の社会を担う児童の健やかな成長に資することを目的
とし、児童を養育している者に児童手当を支給する。

352,365 子ども課

60 婚活支援事業

養老町在住又は将来養老町に在住する意志のある独身
者に対し、婚活支援を行うため、養老町婚活サポー
ターからなる団体に婚活イベント・登録者引合せ等の
活動を委託する。

322 子ども課

（７）　安全対策が充実し、安心して暮らせるまち

No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

61 交通安全啓発費
高齢者交通安全大学校や交通安全運動などの啓発活動
を行い、交通事故防止を図る。

805 建設課

62 委託事業費
協働により河川及び樋管樋門の適正管理を行い、住民
の河川への愛着や関心を高めるとともに、施設の異常
の早期発見を行う。（ふるさとの川愛護事業を統合）

17,017 建設課

63 拡充
雨水ポンプ場費
（公共下水道事業会計）

激甚化する豪雨により家屋の床下浸水が頻発してお
り、内水対策として排水ポンプを設置する。

◆【拡充】●【継続(R1～)】
令和4年度の出水期前までの稼働を行うため、機械設備
等の設置工事を行う。　【事業費　133,420千円】

133,420 建設課

64
国土強靱化地域計画策定推進
事業

いかなる災害が発生した場合でも機能不全に陥らず、
被害を可能な限り最小化し、迅速に回復できるよう
に、国土強靱化地域計画に基づき、令和３年度から５
カ年計画で重点化した個別施策の進捗を促す。

113 建設課

65 拡充 消防用通信設備更新事業

平成26年度に導入した高機能消防指令センターのハー
ド・ソフトウェアの更新を行い、迅速・確実・的確な
指令業務を実現することで、住民の身体・生命・財産
を保護する。

◆【拡充（更新）】
導入から6年経過する高機能消防指令センターの設備、
装置一式をリニューアル・バージョンアップする。
【事業費　45,430千円】

45,430 消防署

66 拡充 消防団訓練事業
各種訓練を通して地域防災力の主力である消防団員を
育成し、災害発生時の対応力を高める。

◆【拡充】
消防団組織改正と併せて消防団員の処遇改善（年報
酬・出動手当の引上げ）を行い、消防団員を確保しや
すい環境を整えるとともに地域防災力の充実強化を図
る。　【事業費　8,795千円】

9,566 消防署

67 防災訓練事業

防災意識の高揚を図り、訓練を通じて災害時の地域防
災力の充実強化のため、大規模災害を想定した住民参
加型（H29～）の訓練を実施する。（小畑・多芸東部地
区にて、8月下旬に実施予定）

351 総務課
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No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

68 拡充 災害対策事業

災害に備え、備蓄品や各種通信機器の維持管理を行う
とともに、防災士資格取得費の補助を行う。また、令
和２年度までに防災行政無線をデジタル化し、新たに
防災アプリ、ＨＰバックナンバーへの掲載体制を導入
した。

◆【拡充】
防災行政無線と養老町公式ＬＩＮＥアカウントと連携
し、放送内容をＬＩＮＥを通じてお知らせする機能を
追加する。　【事業費　836千円】

10,732 総務課

69
自主防災隊資機材等整備費補
助事業

防災意識の高揚と自主防災組織の強化に寄与すること
を目的とし、自主防災組織の資機材整備に係る費用の
一部を補助する。（補助率1/2、限度額　20万円）

400 総務課

70
一部
新規

水防管理費

水災害に備え、住民の生命と財産を守るため、水防活
動に必要な人材や資機材の確保をするとともに、各種
ハザードマップに基づき、住民に水災害の啓発を実施
する。

◆【拡充（更新）】
土砂災害警戒区域の見直しに伴い、土砂災害ハザード
マップを更新し、住民に周知する。　【事業費　3,600
千円】

8,980 建設課

４　活力あふれる基盤づくり

（８）　生活や交流の基盤が整ったまち

No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

71 拡充 移動販売事業

他地域・他業種との連携による地域産業の育成、経営
基盤の強化及び雇用の安定を図るための企業支援を行
う。
西美濃地域創業支援ネットワークの構築、創業支援総
合窓口設置、創業塾の開催等、創業者への支援補助事
業等を実施する。

◆【拡充】◎【新型コロナ対応】
移動販売車による地域巡回（見守り）を行い、申込者
宅まで日用品や食料品の販売を行う。　【事業費
3,960千円】

4,725
企業誘致・
商工観光課

（産業観光課）

72
地域公共交通網形成計画策定
事業

公共交通の更なる利便性向上を図り、住民のニーズに
応じた効率的な公共交通の構築を行う。

●【継続(R2～)】◎【新型コロナ対応】
運転免許証自主返納者・子育て世帯への養老鉄道回数
券の進呈（348千円）

2,923 建設課

73 地方バス路線維持管理費
大垣市からの地方バス路線として、各路線について補
助金を支給し、運営の支援を実施することで、公共交
通の確保に努める。

22,867 建設課

74 養老鉄道活性化事業

養老鉄道養老線について、沿線7市町で協力して支援を
行い、鉄道を存続していくことで、公共交通の確保に
務める。利用促進事業として、養老鉄道百景ポスター
絵画・写真の作品展を行う。

116,429 建設課

75 オンデマンドバス運行事業費
平日に町内全域を対象として、高齢者を中心とした町
民の移動手段として重要な役割を担う予約式オンデマ
ンドバスを運行する。

48,939 建設課

76 悪水路維持費
生活環境の悪化を防止するため、河川や水路の改修を
行い、水環境を改善する。

22,078 建設課

77 県単工事及び関連事業負担金

道路網の基幹となる県道整備を促進し、快適な交通環
境を確保する。令和３年度も、新たな企業進出や観光
客の増加といった効果を期待し、県道整備の促進のた
めに負担を行う。

118,200 建設課

78 社会資本整備総合交付金事業
幹線町道となる道路について、快適で安全な交通環境
の確保及び通学路における歩行者の安全確保のため、
蛇持角田線歩道整備等を行う。

53,500 建設課

79 道路新設改良費
生活道路となる町道については、道路の老朽化に対応
するため維持管理に重点をおき、道路の新設整備や改
良・拡幅整備などは真に必要な整備のみを行う。

44,566 建設課

80 簡易舗装工事費
快適で安全な通行を確保するために、老朽化や大型化
する車両の通行により損傷した舗装の工事を行う。

48,000 建設課
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No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

81 舗装道及び砂利道維持費
道路の損傷による事故等を未然に防止するため、陥没
や施設の破損などの補修を行う。（交通安全対策事業
の一部を統合）

29,782 建設課

82 橋梁長寿命化計画事業
老朽化する橋梁の長寿命化を図るため、道路法に基づ
く５年ごとの橋梁点検を行うとともに、対策が必要と
なった橋梁の補修工事を行う。

12,000 建設課

83 都市計画管理費
都市計画マスタープランに基づき、土地利用や都市施
設の整備を促し、集約的都市構造の形成を図る。

◆【拡充】
東海環状自動車道・養老IC、名神高速道路・養老SAス
マートICの開通などにより、都市計画基本図の修正を
行う。　【事業費　8,841千円】

10,286 建設課

84
一部
新規

空家等対策事業費
不適切な管理空き家等を把握し、立入調査等の実施に
より解消に向けた指導等行うとともに、パンクの利用
による空き家の活用を推進する。

★【新規】
移住・定住と空き家対策を関連させた総合パンフレッ
トを作成する。　【事業費　356千円】

775 建設課

85 建築物等耐震化促進事業

養老町耐震化促進計画に基づき、震災害に備え木造住
宅の無料耐震診断や木造住宅耐震補強及び建築物耐震
診断費用の補助を行う。

●【継続(R1～)】　民間ブロック塀除却・改修補助金

2,401 建設課

86 町営・改良住宅管理費
老朽化が進む公営住宅の維持管理をすることで、住民
に対し住宅の安定供給を図る。

18,914 建設課

87 改良住宅譲渡推進事業
改良住宅の敷地分筆作業を進め、希望者への譲渡を推
進する。

7,759 建設課

88 拡充
簡易水道統合事業
（上水道事業会計）

ライフラインの機能強化を図るため西部簡易水道区域
を上水道区域へ移行する。

◆【拡充】
統合による管路布設工事。令和１年度より５ヵ年をか
け管路布設を行い,令和６年４月に給水開始予定。

270,172 水道課

89 新規
上水道事業
（上水道事業会計）

★【新規】
令和３年度より３カ年をかけ、第３ポンプ場から順
次、非常用発電機の燃料タンクを増設。　【事業費
16,588千円】

16,588 水道課

（９）　多様な産業が活発なまち

No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

90 水田農業構造改革対策事業
町農業再生協議会の活動を支援することのほか、地域
の実情に応じた農業振興を図る。

6,106
農林振興課

（産業観光課）

91
元気な農業産地構造改革支援
事業

認定農業者（法人）が作成した産地構造計画の取組を
推進に必要な機械導入・施設整備費等の一部を補助す
る。

5,080
農林振興課

（産業観光課）

92 機構集積協力金交付事業
機構を活用した担い手への農地集積・集約化を促進す
るため、農地中間管理機構に対し農地を貸し付けた地
域及び個人に対し協力金を交付する。

4,150
農林振興課

（産業観光課）

93
スマート農業技術導入支援事
業

認定農業者がＩＣＴやロボット技術等を活用した農業
機器・機械等の導入により規模拡大や経営の安定化の
ための取組を支援する。

1,971
農林振興課

（産業観光課）

94 新規 荒廃農地等利活用促進事業

営農を再開するために行う農地の再生作業（土壌改良
等）の取組みに対する支援として、必要経費の一部を
補助する。　【事業費　666千円（※県の荒廃農地等利
活用促進事業補助金を活用）】

666
農林振興課

（産業観光課）

95 飛騨牛生産基盤強化対策事業
肥育農家の生産量の維持・拡大、生産基盤の強化を図
るため、増頭費用を補助する。

234
農林振興課

（産業観光課）
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No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

96 拡充 食肉基幹市場建設促進事業費
消費者に対する「安心・安全」な食肉の安定供給、食
肉産業の振興と発展のため、老朽化している現施設に
替わる新食肉基幹市場建設を推進する。

★【拡充】
新食肉基幹市場建設促進を図るため、新たに「新食肉
基幹市場建設推進室」を庁内に設置して体制強化する
とともに、岐阜県食肉基幹市場建設促進協議会への支
援を行う。【事業費503千円】

3,957
農林振興課

（産業観光課）

97 県単土地改良事業
土地改良施設の保全と施設整備の充実のため、かんが
い排水、ほ場整備、農道整備等を行う。

5,181
農林振興課

（産業観光課）

98 土地改良促進費
土地改良事業の促進とともに、土地改良区の円滑な運
営を支援する。

2,759
農林振興課

（産業観光課）

99 多面的機能支払交付金事業
地域共同で行う農用地、水路等の保全管理をはじめ、
農業用用排水路等の長寿命化などの取組みを行う活動
組織に対し、補助金を交付する。

151,671
農林振興課

（産業観光課）

100 県営ほ場整備事業
担い手への農地集積・集約を図り安定した営農活動を
支えるため、県営土地改良事業（ほ場整備）実施に伴
う工事費の負担を行う。

32,588
農林振興課

（産業観光課）

101 県営かんがい排水事業
農業用施設の新設又は改良等により、土地利用の高度
化及び水利の安定と合理化を図るため、県営土地改良
事業（排水路整備）実施に伴う工事費の負担を行う。

13,000
農林振興課

（産業観光課）

102 新規 県営湛水防除事業

五三大野排水機場の老朽化に伴う更新に係る調査設計
として、要件確認資料作成業務を行う。　【事業費
7,372千円（※県の土地改良事業調査設計事業補助金を
活用）】

7,372
農林振興課

（産業観光課）

103 新規
県営ため池防災対策事業負担
金

旧十三ケ村排水路（有尾地区）の右岸の護岸の一部が
水路側に傾き、倒壊の恐れがあるため、県営ため池防
災対策事業により３ヵ年計画にて事業を実施する。
【事業費　2,500千円】

2,500
農林振興課

（産業観光課）

104 新規 農業経営高度化支援事業

生産性の向上と担い手を育成するために農地整備事業
などと一体で行う事業で、地域の中心となる担い手
（経営体）への農地集積・集約化の達成割合に応じて
国・県より促進費が支払われることで農家負担を軽減
する。　【事業費　9,750千円（※国・県の農業経営高
度化支援事業補助金を活用）】

9,750
農林振興課

（産業観光課）

105 観光景観林整備事業

観光景観林総合整備計画に基づき、景観形成上の価値
が高まり、町外から集客が見込めるよう植栽、枝打
ち、除間伐等を行う。
※対象エリア：養老公園周辺森林
※岐阜県森林環境税（清流の国ぎふ森林・環境基金事
業補助金）を活用

4,000
農林振興課

（産業観光課）

106
一部
新規

養老公園回遊性向上事業
シャトルバス及びシャトルカート等の運行により、来
訪者の歩行負担を軽減させるとともに、公園内の回遊
性を向上させる。

★【新規】◎【新型コロナ対応】
養老駅から養老公園までの経路において、来訪者に楽
しんでいただける回遊性を高めるイベントを開催す
る。　【事業費　1,000千円】

4,307
企業誘致・
商工観光課

（産業観光課）

107 新規 観光活性化事業

◎【新型コロナ対応】
養老公園観光拠点整備プロジェクト事業の一環とし
て、町内事業者と地域住民がワークショップ等を通じ
て新商品の開発・ＰＲを行う。　【事業費　6,220千
円】

6,220
企業誘致・
商工観光課

（産業観光課）

108
一部
新規

特産ブランド認証・促進事業
特産品の発掘や開発を支援し、養老特産ブランドとし
て認証した商品を町内外に発信していく。

★【新規】◎【新型コロナ対応】
認証事業者のECサイトへの出店に係る商品ページ作成
費用、送料及び手数料の一部を負担する。　【事業費
1,474千円】

★【新規】◎【新型コロナ対応】
認証事業者の販路拡大につながる自社ホームページ作
成や展示会等への出展費用等の経費の一部を補助す
る。　【事業費　2,000千円】

4,772
企業誘致・
商工観光課

（産業観光課）
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５　行政経営機能の強化

（１０）　まちづくりビジョンを実行し、実現できるまち

No. 区分 事業名
※（）は会計名 事業概要 一部新規・拡充事業等の概要 予算額 担当課

（新所属名）

109 拡充 ふるさと納税推進事業
ふるさと納税を通じて本町の取組みを広く発信すると
ともに、飛騨牛等の当町の特色を活かした返礼品によ
り地場産品のＰＲと振興を図る。

◆拡充
ふるさと納税寄附金（個人分）受入額　700,000千円
（R2年度予算　510,000千円）

360,737
総務課

（企画財政課）

110
一部
新規

戸籍住民基本台帳事務費

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、証明書交付
窓口を増やし申請者を分散させるとともに、証明書交
付時間の延長により住民サービスの向上をはかる。

●【継続(R2～)】コンビニ交付サービス導入事業
◎【新型コロナ対応】コンビニ交付サービス導入事業

★【新規】
諸証明コンビニ交付サービスを運営する。（8月開始予
定）　【事業費：4,203千円】

4,203
住民人権課

（住民環境課）

111 拡充 個人番号カード交付事業

個人番号カードの交付やその運用に関する事務を実施
する。個人番号カード普及促進のため、申請時来庁方
式により出張窓口を計画するなどカード取得支援を行
う。

◆【拡充】
個人番号カードの普及率向上のため、令和2年度に実施
した休日窓口の延長を検討し、自治会館等に出張窓口
を開設する。

□【連携事業】戸籍住民基本台帳事務費（諸証明コン
ビニ交付サービス）

26,313
住民人権課

（住民環境課）

112 拡充 庁舎管理費
各種手続きや会議等のため多くの住民等が訪れる養老
町役場の本庁舎において、その機能を維持するため、
保守管理及び維持修繕を継続的に行う。

◆【拡充】
災害時に防災拠点（災害対策本部）として本庁舎の機
能を維持するため、機械設備改修工事等を行う。
【事業費　275,609千円】

316,516 建設課

113
一部
新規

公有財産及び普通財産管理費

平成25年に国により策定されたインフラ長寿命化計画
を上位計画とし、町の将来的な人口減少対策、適切な
公共施設等の統廃合を含む適切な再配置及び財政負担
の軽減・平準化を目的とし策定した公共施設等総合管
理計画に基づき、長期的な視野に立った公共施設等の
更新、統廃合、長寿命化等を進める。

★【新規】
中長期的な観点での公共施設マネジメントを推進する
ため、策定された個別施設計画を踏まえ、公共施設等
総合管理計画の見直しを行う。【事業費5,225千円】

22,185 建設課
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